
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ

21132 雨水排水ポンプ場等運転管理事業 公営企業局 下水浄化センター 2

51311 中央浄化センター建設事業 公営企業局 下水浄化センター 3

51311 西部浄化センター建設事業 公営企業局 下水浄化センター 4

51311 北部浄化センター建設事業 公営企業局 下水浄化センター 5

51311 北条浄化センター建設事業 公営企業局 下水浄化センター 6

51311 汚水中継ポンプ場建設事業 公営企業局 下水浄化センター 7

51311 雨水排水ポンプ場建設事業 公営企業局 下水浄化センター 8

51312 農業集落排水処理施設運転管理事業 公営企業局 下水浄化センター 9

51312 中央浄化センター運転管理事業 公営企業局 下水浄化センター 10

51312 西部浄化センター運転管理事業 公営企業局 下水浄化センター 11

51312 北部浄化センター運転管理事業 公営企業局 下水浄化センター 12

51312 北条浄化センター運転管理事業 公営企業局 下水浄化センター 13

51312 運転管理事務事業 公営企業局 下水浄化センター 14

51312 中央浄化センター消化ガス発電事業 公営企業局 下水浄化センター 15

事務事業一覧表
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

達成率

種類

令和6年度

4,100

公営企業局 下水浄化センター

活動
指標

事業費計

その他

一般財源

204,786 270,261

主な
取組
内容
【R6】

雨水排水ポンプ場等の施設機能を健全な
状態に保ち、速やかに雨水を排水するた
め、施設の修繕や、保守点検・運転監視業務
の委託などを実施。

正規職員 1.5

79%

令和６年度の発注分の４件は、材料調達の
遅延により令和7年度に繰り越しとなった。

3

351,773 348,086

260,718

0.1

1.6

区分

6,600

1.5

0.1

1.6

特記
事項

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

決算
（千円）

（執行率）

施設の運転管理等委託料

337,386

目的・背景

総合戦略 市長公約
基本目標

政策

施策

主な取組

取組みの柱

災害等に強いまちをつくる

浸水対策及び耐水化の推進

－

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例

122,479

47,524

40,669

ポンプ場費・ポ
ンプ場整備費・
営業設備費

下水道事業会計
公共下水道事業
費用・公共下水
道資本的支出

　雨水を排除するために設置した雨水排水ポンプ場等の維持管理を適正に行い、快適な生活環境を確保することを目的とする。

－ －

77%

－

生活に安らぎのあるまち【安全・安心】

0.1

市債

電力使用料
351,773

国費・県費

市債

204,786 270,261

部局等名

施設の修繕費

922-3163維持管理担当

国費・県費

令和7年度

260,718

事業名

21132
1-4:自治事務（義務規定あり） 2:委託雨水排水ポンプ場等運転管理事業

事業
性質

事業
区分

　対象施設（17施設）：朝生田雨水排水ポンプ場、和泉雨水排水ポンプ場、西石井雨水排水ポンプ場、文京町ポンプ場、
  大可賀雨水排水ポンプ場、 中須賀第１雨水排水ポンプ場、中須賀第２雨水排水ポンプ場、三津浜雨水排水ポンプ場、
  明神川雨水排水ポンプ場、和気第１雨水排水ポンプ場、和気第２雨水排水ポンプ場、和気第３雨水排水ポンプ場、馬木ポンプ場、
  勝岡雨水排水ポンプ場、堀江第１雨水排水ポンプ場、北条第１雨水排水ポンプ場、北条第２雨水排水ポンプ場

　事業内容：雨水排水ポンプ場等の施設機能を健全な状態に保つため、施設の修繕や、保守点検・運転監視業務の委託などを実施している。

営業費用・下水道
建設改良費

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

令和5年度

予算
（千円）

事業費計

一般財源

その他

対象・内容

特になし

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和9年度
（最終目標年度）

1.5

0

0.0%

7 10 14

3

その他

防災対策等の推進

浸水対策・がけ崩れ対策の推進

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

遠方監視装置整備

42.9%

指標名

根拠
法令

各種
計画
該当

合計 1.6

事業費／財源

目指す方向性

累計で増

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

評価

理由

一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

令和7年度に繰越しとなったが、令和7年5月末に運用開始予定で全体計画に影響を与えないため。

事業
評価

雨水排水ポンプ場等の修繕・維持、その他
の管理を行い、適正に運用する必要がある
ため。

課題
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

% 達成率

目標

実績

% 達成率

事業名
中央浄化センター建設事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

51311

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 建築・土木担当 922-3161

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 ○ ○ ○ －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
計画的な改築や耐震化、耐水化による中央浄化センターの持続的な下水道機能の確保を目的とする。
国の「下水道ストックマネジメント支援制度」、「下水道総合地震対策事業制度」を活用し、処理場設備等の計画的な改築・更新や施設（躯体）の
耐震化を進めるほか、国からの「下水道施設の浸水対策推進」の通知を受け、浸水被害を回避・軽減するため施設の耐水化を進める。

対象・内容
ストックマネジメント計画に基づき、施設や機器の改築・更新工事を実施する。
下水道総合地震対策計画に基づき、耐震性能が不足する処理場施設の耐震化工事を実施する。
下水道施設耐水化計画に基づき、浸水被害が想定される施設の耐水化工事を実施する。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用・公共下水
道資本的支出

営業費用・下水道
建設改良費

総係費・処理場
整備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例
取組みの柱 下水道施設の長寿命化

713,660

予算
（千円）

事業費計 1,147,257 1,228,730 505,502

国費・県費 564,543 627,363 247,035

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

工事請負費

委託料 39,359
市債 464,000 520,400 223,400

その他

一般財源 118,714 80,967 35,067

決算
（千円）

事業費計 438,754 753,019

主な
取組
内容
【R6】

施設を安全に運転するための設備の更新
や耐震補強詳細設計業務委託を実施

国費・県費 219,539 384,406

市債 174,800 320,900

（執行率） 38% 61%

正規職員 3.0 3.0 3.0

その他

一般財源 44,415 47,713

特記
事項

R6年度からR7年度に151,137千円を繰
り越し

その他 0.1 0.1 0.1

合計 3.1 3.1 3.1

①令和10年度
②令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

①施設更新累計数(ｽﾄｯｸﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画(R6-R10))

12 14 20 32
R６年度にストックマネジメント第１期計画
から第２期計画へ移行し対象施設を見直し
たため目標値を変更。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

②耐震化済施設累計数
(沈殿施設)

12 12 12 12

7 12

累計で増 58.3% 85.7%

最終年度での目標達成に向け設計を進め
ている。

6 6

累計で増 50.0% 50.0%

ストックマネジメント計画で示された、最適
な改築事業のシナリオ設定で事業を進め、
施設機能を確保していく必要があるため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 最終目標年度までに達成するよう順調に推移しているため。

課題
限られた事業費で、持続可能な下水道機能の確保を最優先とした、改
築計画を策定する必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

% 達成率

目標

実績

% 達成率

事業名
西部浄化センター建設事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

51311

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 建築・土木担当 922-3161

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 ○ ○ ○ －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
計画的な改築や耐震化、耐水化による西部浄化センターの持続的な下水道機能の確保を目的とする。
国の「下水道ストックマネジメント支援制度」、「下水道総合地震対策事業制度」を活用し、処理場設備等の計画的な改築・更新や施設（躯体）の
耐震化を進めるほか、国からの「下水道施設の浸水対策推進」の通知を受け、浸水被害を回避・軽減するため施設の耐水化を進める。

対象・内容
ストックマネジメント計画に基づき、施設や機器の改築・更新工事を実施する。
下水道総合地震対策計画に基づき、耐震性能が不足する処理場施設の耐震化工事を実施する。
下水道施設耐水化計画に基づき、浸水被害が想定される施設の耐水化工事を実施する。

下水道事業会計
公共下水道資本
的支出

下水道建設改良費 処理場整備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例
取組みの柱 下水道施設の長寿命化

1,635,984

予算
（千円）

事業費計 2,200,168 3,672,452 3,761,718

国費・県費 1,142,250 1,988,846 1,723,509

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

工事請負費

委託料 13,541
市債 925,400 1,504,900 1,532,000

その他

一般財源 132,518 178,706 506,209

決算
（千円）

事業費計 590,861 1,649,525

主な
取組
内容
【R6】

下水汚泥固形燃料化施設の建設に取り組
んだほか、施設を安全に運転するための更
新工事を実施。

国費・県費 299,916 886,416

市債 250,500 672,600

（執行率） 27% 45%

正規職員 2.5 2.5 2.5

その他

一般財源 40,445 90,509

特記
事項

R6年度からR7年度に2,003,760千円
を繰り越し

その他 0.1 0.1 0.1

合計 2.6 2.6 2.6

①令和10年度
②令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

①施設更新累計数(ｽﾄｯｸﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画(R6-R10))

4 12 18 32
R６年度よりストックマネジメント第１期計
画から第２期計画へ移行し対象施設を見直
したため目標値を変更。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

②耐震化済施設
(沈殿施設)

5 5 5 5

1 11

累計で増 25.0% 91.7%

沈殿施設の耐震化は令和5年度に目標達成
している。

5 5

累計で増 100.0% 100.0%

ストックマネジメント計画で示された、最適
な改築事業のシナリオ設定で事業を進め、
施設機能を確保していく必要があるため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 最終目標年度までに達成するよう順調に推移しているため。

課題
限られた事業費で、持続可能な下水道機能の確保を最優先とした改築
計画を策定する必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

% 達成率

目標

実績

達成率

事業名
北部浄化センター建設事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

51311

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 機械・電気担当 922-3161

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 ○ － ○ －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
計画的な改築や機器の更新による北部浄化センターの持続的な下水道機能の確保を目的とする。
国の「下水道ストックマネジメント支援制度」を活用し、処理場設備等の計画的な改築・更新を進める。

対象・内容
ストックマネジメント計画に基づき、施設や機器の改築・更新工事を実施する。

下水道事業会計
公共下水道資本
的支出

下水道建設改良費 処理場整備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例
取組みの柱 下水道施設の長寿命化

170,129

予算
（千円）

事業費計 227,590 175,990 7,033

国費・県費 118,132 48,285 3,517

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

工事請負費

市債 96,200 44,400 3,200

その他

一般財源 13,258 83,305 316

決算
（千円）

事業費計 60,600 170,129

主な
取組
内容
【R6】

施設を安全に運転するための設備の更新
を実施

国費・県費 47,185

市債 40,900

（執行率） 27% 97%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他

一般財源 60,600 82,044

特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 1.1 1.1 1.1

令和10年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

施設更新累計数(ｽﾄｯｸﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ計画(R6-R10))

1 5 5 7
R６年度よりストックマネジメント第１期計
画から第２期計画へ移行し対象施設を見直
したため目標値を変更。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

1 1

累計で増 100.0% 20.0%

ストックマネジメント計画で示された、最適
な改築事業のシナリオ設定で事業を進め、
施設機能を確保していく必要があるため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 最終目標年度までに達成するよう順調に推移しているため。

課題
限られた事業費で、持続可能な下水道機能の確保を最優先とした、
改築計画を策定する必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

5



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

% 達成率

目標

実績

% 達成率

ストックマネジメント計画で示された、最適
な改築事業のシナリオ設定で事業を進め、
施設機能を確保していく必要があるため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 最終目標年度までに達成するよう順調に推移しているため。

課題
限られた事業費で、持続可能な下水道機能の確保を最優先とした、改
築計画を策定する必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

最終年度での目標達成に向け工事を進め
ている。

0 0

累計で増 0.0% 0.0%

成果
指標

②耐震化済施設
(沈殿施設)

1 1 1 1

4 9

累計で増 44.4% 81.8%

①令和10年度
②令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

①施設更新累計数(ｽﾄｯｸﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画(R6-R10))

9 11 14 20
R６年度よりストックマネジメント第１期計
画から第２期計画へ移行し対象施設を見直
したため目標値を変更。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

R6年度からR7年度に161,517千円を繰
り越し

その他 0.1 0.1 0.1

合計 1.6 1.6 1.6

49% 52%

正規職員 1.5 1.5 1.5

その他

一般財源 15,510 25,249

一般財源 23,467 33,227 21,399

決算
（千円）

事業費計 206,718 195,109

主な
取組
内容
【R6】

施設を安全に運転するための更新工事や
耐震補強を実施。

国費・県費 100,408 91,960

市債 90,800 77,900

（執行率）

195,109

予算
（千円）

事業費計 423,111 373,499 467,464

国費・県費 222,044 189,772 255,665

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

工事請負費

市債 177,600 150,500 190,400

その他

目的・背景
計画的な改築や耐震化による北条浄化センターの持続的な下水道機能の確保を目的とする。
国の「下水道ストックマネジメント支援制度」、「下水道総合地震対策事業制度」を活用し、処理場設備等の計画的な改築・更新や施設（躯体）の
耐震化を進める。

対象・内容
ストックマネジメント計画に基づき、施設や機器の改築・更新工事を実施する。
下水道総合地震対策計画に基づき、耐震性能が不足する処理場施設の耐震化工事を実施する。

下水道事業会計
公共下水道資本
的支出

下水道建設改良費 処理場整備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例
取組みの柱 下水道施設の長寿命化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 ○ ○ ○ －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
北条浄化センター建設事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

51311

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 機械・電気担当 922-3161
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

% 達成率

目標

実績

% 達成率

ストックマネジメント計画で示された、最適
な改築事業のシナリオ設定で事業を進め、
施設機能を確保していく必要があるため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 最終目標年度までに達成するよう順調に推移しているため。

課題
限られた事業費で、持続可能な下水道機能の確保を最優先とした、改
築計画を策定する必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

最終年度での目標達成に向け設計を進め
ている。

0 0

累計で増 0.0% 0.0%

成果
指標

②耐震化済施設
3 3 3 3

4 9

累計で増 57.1% 100.0%

①令和10年度
②令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

①施設更新累計数(ｽﾄｯｸﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画(R6-R10))

7 9 13 18
R６年度よりストックマネジメント第１期計
画から第２期計画へ移行し対象施設を見直
したため目標値を変更。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

R6年度からR7年度に142,948千円を繰
り越し

その他 0.1 0.1 0.1

合計 2.1 2.1 2.1

37% 51%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他 1,000

一般財源 9,777 8,722

一般財源 22,831 143,699 14,825

決算
（千円）

事業費計 112,421 118,682

主な
取組
内容
【R6】

施設を安全に運転するための更新工事を
実施。

国費・県費 48,644 53,960

市債 53,000 56,000

（執行率）

98,353

予算
（千円）

事業費計 302,756 233,895 205,754

国費・県費 136,125 42,696 93,529

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

工事請負費

委託料 20,329
市債 143,800 47,500 97,400

その他

目的・背景
計画的な改築や耐震化、耐水化による汚水中継ポンプ場の持続的な下水道機能の確保を目的とする。
国の「下水道ストックマネジメント支援制度」、「下水道総合地震対策事業制度」を活用し、処理場設備等の計画的な改築・更新や施設（躯体）の
耐震化を進めるほか、国からの「下水道施設の浸水対策推進」の通知を受け、浸水被害を回避・軽減するため施設の耐水化を進める。

対象・内容
ストックマネジメント計画に基づき、施設や機器の改築・更新工事を実施する。
下水道総合地震対策計画に基づき、耐震性能が不足する処理場施設の耐震化工事を実施する。
下水道施設耐水化計画に基づき、浸水被害が想定される施設の耐水化工事を実施する。

下水道事業会計
公共下水道資本
的支出

下水道建設改良費 ポンプ場整備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例
取組みの柱 下水道施設の長寿命化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 ○ ○ ○ －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
汚水中継ポンプ場建設事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

51311

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 機械・電気担当 922-3162
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

% 達成率

目標

実績

% 達成率

ストックマネジメント計画で示された、最適
な改築事業のシナリオ設定で事業を進め、
施設機能を確保していく必要があるため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 最終目標年度までに達成するよう順調に推移しているため。

課題
限られた事業費で、持続可能な下水道機能の確保を最優先とした、改
築計画を策定する必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

最終年度での目標達成に向け設計を進め
ている。

0 0

累計で増 0.0% 0.0%

成果
指標

②耐震化済施設
5 5 5 5

3 9

累計で増 60.0% 100.0%

①令和10年度
②令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

①施設更新累計数(ｽﾄｯｸﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画(R6-R10))

5 9 12 15
R６年度よりストックマネジメント第１期計
画から第２期計画へ移行し対象施設を見直
したため目標値を変更。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

R6年度からR7年度に101,781千円を繰
り越し

その他 0.1 0.1 0.1

合計 2.1 2.1 2.1

62% 57%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他 30,261 21,492

一般財源

189,510 32,175

一般財源

決算
（千円）

事業費計 392,498 202,417

主な
取組
内容
【R6】

施設を安全に運転するための更新工事を
実施。

国費・県費 176,737 78,425

市債 185,500 102,500

（執行率）

184,253

予算
（千円）

事業費計 628,417 355,359 565,008

国費・県費 309,095 63,149 274,633

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

工事請負費

委託料 18,164
市債 285,500 102,700 258,200

その他 33,822

目的・背景
計画的な改築や耐震化、耐水化による雨水排水ポンプ場の持続的な下水道機能の確保を目的とする。
国の「下水道ストックマネジメント支援制度」、「下水道総合地震対策事業制度」を活用し、処理場設備等の計画的な改築・更新や施設（躯体）の
耐震化を進めるほか、国からの「下水道施設の浸水対策推進」の通知を受け、浸水被害を回避・軽減するため施設の耐水化を進める。

対象・内容
ストックマネジメント計画に基づき、施設や機器の改築・更新工事を実施する。
下水道総合地震対策計画に基づき、耐震性能が不足する処理場施設の耐震化工事を実施する。
下水道施設耐水化計画に基づき、浸水被害が想定される施設の耐水化工事を実施する。

下水道事業会計
公共下水道資本
的支出

下水道建設改良
費

ポンプ場整備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第３条第１項・松山市下水道条例
取組みの柱 下水道施設の長寿命化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 ○ ○ ○ －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
雨水排水ポンプ場建設事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

51311

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 機械・電気担当 922-3162
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

適切に保守点検等を行い、公共用水域の
水質保全を図っていく必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 処理施設の適正な維持管理を行うことで、放流水質の基準が遵守され、公共用水域の水質保全が図れたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

26 ２６

現状維持 100.0% 100.0％

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

保守点検回数
26 26 26 26

事前に年間計画を作成し、計画どおりに保
守点検を実施できた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

設備等の突発的な修繕工事がなかったた
め。

その他 0.1 0.1 0.1

合計 0.6 0.6 0.6

58% 47%

正規職員 0.5 0.5 0.5

その他

一般財源 3,146 3,144

電力使用料 921
一般財源 5,394 6,680 7,045

決算
（千円）

事業費計 3,146 3,144

主な
取組
内容
【R6】

公共用水域の水質の保全を図るため、大浦
地区の農業集落排水処理施設（浄化槽）の
維持管理を実施。

国費・県費

市債

（執行率）

1,191

予算
（千円）

事業費計 5,394 6,680 7,045

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

汚泥引抜等手数料

施設の点検等委託料 968
市債

その他

目的・背景
大浦地区の農業集落排水処理施設（浄化槽）の維持管理を適正に行い、放流水質基準を遵守することにより、住民の生活環境向上と公共用水
域の水質の保全を図ることを目的とする。大浦地区の生活環境改善のために、昭和60年に供用開始し、当該年から事業を実施している。

対象・内容
対象施設：大浦農業集落排水処理施設【大浦地区の家庭から排出される下水を対象としている（処理人口約200人）】
　適正な維持管理を実施し、放流水質の基準を遵守する取組みを行っている。
　　１．浄化槽管理業者において浄化槽法に適した保守点検、汚泥の引抜を行う。

下水道事業会計
農業集落排水事

業費用
営業費用 処理場費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

浄化槽法第３条第３項
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
農業集落排水処理施設運転管理事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

7:その他
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 性能管理担当 922-2855
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

適正に運転及び維持管理することで公共用
水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥
の有効利用をしていく必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
適正に運転及び維持管理することで放流水質基準を遵守し、公共用水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥の有効利用率の目標
値も達成することができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

25.1 24.3

現状維持 103.3% 100.0%

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

下水汚泥の有効利用率
24.3 24.3 57.1 90.0

有効利用先の協力を得て下水汚泥を再利
用した結果、目標値どおりの有効利用がで
きた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.3 0.3 0.3

合計 2.3 2.3 2.3

85% 88%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他

一般財源 778,354 923,920

修繕費 22,359
一般財源 916,710 1,051,192 1,053,344

決算
（千円）

事業費計 778,354 929,620

主な
取組
内容
【R6】

民間の技術力を活用した包括的民間委託
により効率的で適正な運転管理を行うとと
もに、下水汚泥の有用利用を図った。

国費・県費

市債 5,700

（執行率）

636,073

予算
（千円）

事業費計 918,288 1,051,192 1,150,869

国費・県費 1,578 825

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

運転管理等委託料

電力使用料 217,058
市債 96,700

その他

目的・背景
中央浄化センター等の運転及び維持管理を適正に行い、放流水質基準を遵守することにより、公共用水域の水質の保全を図ることを目的とす
る。中央浄化センターは昭和３７年に供用開始し、当該年から事業を実施している。

対象・内容

・対象施設：中央浄化センター【市内の中央処理区の家庭や事業所から出る下水を対象としている。（処理人口約240,000人）】
・適正な運転及び維持管理を実施して放流水質の基準を遵守するとともに、下水道資源の有効利用を図る取組み等を実施している。
　　1.運転管理業務を包括的民間委託で実施することにより、民間の技術力を活用し、効率的で適正な運転管理を行っている。
　　2.一部合流式下水道を採用しているため、雨水の流入に対応するようスワール分水槽や雨水滞水池を運用している。
　　3.下水汚泥を西部浄化センターで焼却するため、市内許可業者に運搬を委託している。
　　4.下水汚泥の有効利用を図るため、実績のある業者に委託して、セメント化や堆肥化も実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用・公共下水
道資本的支出

営業費用・下水道
建設改良費

処理場費・ポンプ
場費・処理場整備
費・ポンプ場整備
費・営業設備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第3条第１項
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
中央浄化センター運転管理事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 性能管理担当 922-2855
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

適正に運転及び維持管理することで公共用
水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥
の有効利用をしていく必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
適正に運転及び維持管理することで放流水質基準を遵守し、公共用水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥の有効利用率の目標
値も達成することができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

25.1 24.3

現状維持 103.3% 100.0%

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

下水汚泥の有効利用率
24.3 24.3 57.1 90.0

有効利用先の協力を得て下水汚泥を再利
用した結果、目標値どおりの有効利用がで
きた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.3 0.3 0.3

合計 2.3 2.3 2.3

84% 88%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他

一般財源 681,633 868,138

燃料費 114,346
一般財源 810,337 988,281 883,949

決算
（千円）

事業費計 681,633 868,138

主な
取組
内容
【R6】

民間の技術力を活用した包括的民間委託
により効率的で適正な運転管理を行うとと
もに、下水汚泥の有用利用を図った。

国費・県費

市債

（執行率）

474,613

予算
（千円）

事業費計 811,674 988,281 969,494

国費・県費 1,337 1,045

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

運転管理等委託料

電力使用料 175,896
市債 84,500

その他

目的・背景
西部浄化センター等の運転及び維持管理を適正に行い、放流水質基準を遵守することにより、公共用水域の水質の保全を図ることを目的とす
る。西部浄化センターは平成４年に供用開始し、当該年から事業を実施している。

対象・内容

・対象施設：西部浄化センター【市内の西部処理区の家庭や事業所から出る下水を対象としている。（処理人口約124,000人）】
・適正な運転及び維持管理を実施して放流水質の基準を遵守するとともに、下水道資源の有効利用を図る取組み等を実施している。
　　1.運転管理業務を包括的民間委託で実施することにより、民間の技術力を活用し、効率的で適正な運転管理を行っている。
　　2.高度処理（ステップ流入式３段硝化脱窒法）の一部導入により、放流水質の向上を図っている。
　　3.各浄化センターで発生した下水汚泥を集約のうえ、焼却し、減量化を図っている。
　　4.下水汚泥の有効利用を図るため、実績のある許可業者に委託して、堆肥化も実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用・公共下水
道資本的支出

営業費用・下水道
建設改良費

処理場費・ポンプ
場費・処理場整備
費・ポンプ場整備
費・営業設備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第3条第１項
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
西部浄化センター運転管理事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 性能管理担当 922-2855
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

適正に運転及び維持管理することで公共用
水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥
の有効利用をしていく必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
適正に運転及び維持管理することで放流水質基準を遵守し、公共用水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥の有効利用率の目標
値も達成することができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

25.1 24.3

現状維持 103.3% 100.0%

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

下水汚泥の有効利用率
24.3 24.3 57.1 90.0

有効利用先の協力を得て下水汚泥を再利
用した結果、目標値どおりの有効利用がで
きた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.2 0.2 0.2

合計 2.2 2.2 2.2

89% 86%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他

一般財源 196,050 233,146

修繕費 14,199
一般財源 219,418 270,468 279,988

決算
（千円）

事業費計 196,050 233,146

主な
取組
内容
【R6】

民間の技術力を活用した包括的民間委託
により効率的で適正な運転管理を行うとと
もに、下水汚泥の有用利用を図る。

国費・県費

市債

（執行率）

163,295

予算
（千円）

事業費計 220,325 271,205 356,813

国費・県費 907 737 825

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

運転管理等委託料

電力使用料 43,330
市債 76,000

その他

目的・背景
北部浄化センターの運転及び維持管理を適正に行い、放流水質基準を遵守することにより、公共用水域の水質の保全を図ることを目的とす
る。北部浄化センターは平成17年に供用開始し、当該年から事業を実施している。

対象・内容

・対象施設：北部浄化センター【市内の北部処理区の家庭や事業所から出る下水を対象としている。（処理人口約16,000人）】
・適正な運転及び維持管理を実施して放流水質の基準を遵守するとともに、下水道資源の有効利用を図る取組み等を実施している。
　　1.運転管理業務を包括的民間委託で実施することにより、民間の技術力を活用し、効率的で適正な運転管理を行っている。
　　2.高度処理（ステップ流入式3段硝化脱窒法）により、放流水質の向上を図っている。
　　3.下水汚泥を西部浄化センターで焼却するため、市内許可業者に運搬を委託している。
　　4.下水汚泥の有効利用を図るため、実績のある許可業者に委託して、堆肥化も実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用・公共下水
道資本的支出

営業費用・下水道
建設改良費

処理場費・ポンプ
場費・処理場整備
費・ポンプ場整備
費・営業設備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第3条第１項
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
北部浄化センター運転管理事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 性能管理担当 922-2855
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

％ 達成率

目標

実績

達成率

適正に運転及び維持管理することで公共用
水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥
の有効利用をしていく必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
適正に運転及び維持管理することで放流水質基準を遵守し、公共用水域の水質保全を図るとともに、下水汚泥の有効利用率の目標
値も達成することができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

25.1 24.3

現状維持 103.3% 100.0%

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

下水汚泥の有効利用率
24.3 24.3 57.1 90.0

有効利用先の協力を得て下水汚泥を再利
用した結果、目標値どおりの有効利用がで
きた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.2 0.2 0.2

合計 2.2 2.2 2.2

82% 83%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他

一般財源 212,348 245,079

修繕費 34,657
一般財源 258,777 294,248 312,693

決算
（千円）

事業費計 212,348 245,079

主な
取組
内容
【R6】

民間の技術力を活用した包括的民間委託
により効率的で適正な運転管理を行うとと
もに、下水汚泥の有用利用を図る。

国費・県費

市債

（執行率）

167,208

予算
（千円）

事業費計 259,063 294,479 353,273

国費・県費 286 231 880

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

運転管理等委託料

電力使用料 37,278
市債 39,700

その他

目的・背景
北条浄化センターの運転及び維持管理を適正に行い、放流水質基準を遵守することにより、公共用水域の水質の保全を図ることを目的とす
る。北条浄化センターは昭和63年に供用開始し、当該年から事業を実施している。

対象・内容

・対象施設：北条浄化センター【市内の北条処理区の家庭や事業所から出る下水を対象としている。（処理人口約18,000人）】
・適正な運転及び維持管理を実施して放流水質の基準を遵守するとともに、下水道資源の有効利用を図る取組み等を実施している。
　　1.運転管理業務を包括的民間委託で実施することにより、民間の技術力を活用し、効率的で適正な運転管理を行っている。
　　2.下水汚泥を西部浄化センターで焼却するため、市内許可業者に運搬を委託している。
　　3.下水汚泥の有効利用を図るため、実績のある許可業者に委託して、堆肥化も実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用・公共下水
道資本的支出

営業費用・下水道
建設改良費

処理場費・ポンプ
場費・処理場整備
費・ポンプ場整備
費・営業設備費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第3条第１項
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
北条浄化センター運転管理事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 性能管理担当 922-2855
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

各浄化センターの下水処理水の水質や施設
状態を確認することで公共用水域の水質保
全等を図る必要があるため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 各施設の放流水質基準は遵守されており適切に施設の状態等を確認することができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

48 48

現状維持 100.0% 100.0%

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

下水処理水の水質試験回
数

48 48 48 48
降雨により予定日に実施できない場合には
代替日に実施し、目標の試験回数を達成で
きた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 2.1 2.1 2.1

93% 90%

正規職員 2.0 2.0 2.0

その他

一般財源 41,896 41,865

一般財源 45,050 46,430 47,076

決算
（千円）

事業費計 41,896 41,865

主な
取組
内容
【R6】

各浄化センターの下水処理水の水質等の試
験を実施。

国費・県費

市債

（執行率）

38,544

予算
（千円）

事業費計 45,050 46,430 47,076

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

水質試験等の手数料

ストックマネジメントシス
テム等の賃借料

3,209
市債

その他

目的・背景
各浄化センターの放流水質等を測定することにより、各施設の運転及び維持管理を適正に行うことを目的とする。
予算執行管理の簡素化・一元化を図るため、水質管理や施設の状態管理に係る事務経費を集約化している。

対象・内容
各浄化センターの水質管理や施設の状態管理に係る事務経費の集約化を行い、一元管理している。
　1.各浄化センターの下水処理水の水質等の試験を実施している。
　2.ストックマネジメントシステムを利用し、施設状態の管理を実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用

営業費用
処理場費・総係
費

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

下水道法第3条第１項
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
運転管理事務事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

7:その他
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 性能管理担当 922-2855
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

Kwh/年 達成率

目標

実績

t/年 達成率

第4次松山市下水道整備基本構想により、
資源の有効活用を行うため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由
消化ガス発電設備の点検等に加え、突発的な故障により発電量は目標値には及ばなかったが、現在稼働は順調であり、今後は達成率
の上昇が期待されるため。

課題
再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）の買取期間が終了する
令和16年度末に向けて、施設の更新やエネルギー利用の方向性につ
いて検討していく必要がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

上記の理由による発電量が低下したことが
起因し目標値には達することが出来なかっ
た。

2,366 1,947

現状維持 102.8% 85.7%

成果
指標

年間CO2削減量
2,301 2,272 2,017 2,312

4,498,180 4,289,630

単年で増 94.6% 85.7%

令和16年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

成果
指標

年間発電量
4,754,000 5,004,000 4,442,000 5,092,000

点検等による停止に加え、機器の突発的な
故障による停止が影響し、目標値には達す
ることが出来なかった。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 1.1 1.1 1.1

82% 86%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他 60,726 63,339

一般財源

73,638 111,189

一般財源

決算
（千円）

事業費計 60,726 63,339

主な
取組
内容
【R6】

　消化ガス発電設備が安定して発電できる
よう、定期的な機器点検並びに適正な維持
管理を実施する。

国費・県費

市債

（執行率）

60,031

予算
（千円）

事業費計 73,618 73,638 111,189

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費

(千円)
【R6
決算】

点検等委託料

修繕費 1,562
市債

その他 73,618

目的・背景

　下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用した発電を行うことで、資源の有効活用になり、温室効果ガス排出の削減にも貢献でき
る。また、得られた電力を売ることで、下水道事業経営の改善につながる。
　消化ガスの有効活用方法について検討を行う中で、再生可能エネルギーの固定価格買取制度を利用した発電事業が有益であると判断し、導
入した。

対象・内容

・対象施設：中央浄化センターの消化ガス発電設備
・適正な維持管理を実施して、継続して発電できる環境を整備している。
　1.発電状況の把握等通常監視を行い、適正な維持管理を実施している。
　2.不具合がなく継続して発電できるよう定期的に機器の点検を実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業
費用

附帯事業費用 売電事業費用

主な取組 下水道の管理・更新 根拠
法令

第４次松山市下水道整備基本構想
取組みの柱 下水浄化センター運転管理業務の効率化

市長公約
政策 快適な生活基盤をつくる

施策 下水道等の整備 － － － －

基本目標 緑の映える快適なまち【環境・都市】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

事業名
中央浄化センター消化ガス発電事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

7:その他
51312

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 公営企業局 下水浄化センター 維持管理担当 922-3163
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